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２９消安第４７３８号

平成２９年１２月１３日

都道府県知事 殿

農林水産省消費・安全局長

年末・年始、春節、オリンピック・パラリンピック冬季競技大会等に向け

た口蹄疫等に関する防疫対策の強化について

口蹄疫等に関する防疫対策については、「口蹄疫に関する特定家畜伝染病防疫指針」

（平成27年11月20日農林水産大臣公表。以下「防疫指針」という。）等により実施す

るほか、「平成28年度の年末・年始及び春節における口蹄疫等に関する防疫対策の強

化について」（平成28年12月26日付け28消安第4213号農林水産省消費・安全局長通知。

以下「平成28年度強化通知」という。）等により、飼養衛生管理基準（家畜伝染病予

防法（昭和26年法律第166号）第12条の３第１項の飼養衛生管理基準をいう。）の遵守

状況の確認及び指導の徹底、万が一の発生時における的確かつ迅速な初動対応の徹底

等をお願いしてきたところです。

我が国での口蹄疫の発生は平成22年の宮崎県における事例以降確認されておりませ

んが、中国や韓国においては本年も口蹄疫の発生が確認されています。また、ロシア

では、モンゴル国境付近のイルクーツク州においてもアフリカ豚コレラの発生が確認

されています。

このような中、訪日外国人旅行者数は年々増加しており、今年も、10月までに約

2,379万人に達しております。今後、年末・年始及び春節（中国では平成30年２月16

日）を迎えるに当たり、アジア地域における人・物の移動が盛んになることに加え、

来年２月からは韓国の平昌（ピョンチャン）においてオリンピック・パラリンピック

冬季競技大会が開催され、我が国からの海外渡航者も増加することが見込まれること

から、我が国への口蹄疫等の病原体の侵入リスクが高くなると考えられます。

ついては、口蹄疫等に関する情報の共有を通じ、改めて畜産関係者等の危機意識を

高めるとともに、下記の事項に留意の上、口蹄疫等の発生予防対策及び万が一の発生

時のまん延防止対策に万全を期すようお願いします。



記

１．牛、豚等の飼養農場における飼養衛生管理の確認及び指導

別紙１に基づき、牛、豚等の飼養農場に対し、家畜伝染病予防法第51条の規定に

基づく立入検査により、飼養衛生管理基準の遵守状況を確認し、適切な指導をする

こと。特に、これまでの立入検査の結果、飼養衛生管理に問題があった農場は優先

的に立入検査を行うこと。

２．畜産関係者の海外渡航の自粛及び渡航する場合の留意事項について

農場の従業員も含めた畜産関係者に対し、口蹄疫等が発生している国への渡航を

可能な限り自粛するよう要請し、仮に口蹄疫等が発生している国へ渡航する場合に

は、以下の点に留意するよう指導すること。

（１）渡航に当たっての留意事項

ア 農場やと畜場などの畜産関連施設に立ち入らないこと。

イ 肉製品等を日本に持ち帰らないこと。

ウ 帰国の際には、到着した空海港の動物検疫所カウンターに立ち寄り、家畜防

疫官の指導を受けること。

（２）帰国後の留意事項

ア 帰国後一週間は、衛生管理区域（家畜伝染病予防法施行規則（昭和26年農林

省令第35号）第21条の２第１号に規定する衛生管理区域をいう。以下同じ。）

に立ち入らないこと。農場主、従業員等必要のある者がやむを得ず立ち入る場

合は、洗髪・入浴、更衣等適切な処置を講じた上で立ち入ること。

イ 海外で使用した衣服及び靴を衛生管理区域に持ち込まないこととし、やむを

得ず持ち込む場合には、事前に洗浄、消毒その他必要な措置を講ずること。

３．衛生管理区域及び畜舎への立入制限及び立入りの際の消毒について

家畜の所有者に対し、看板の設置等により、必要のない者が衛生管理区域及び畜

舎に立ち入らないよう指導すること。また、農場の従業員も含め、衛生管理区域及

び畜舎に立ち入る場合には、手指、靴等の消毒を実施するよう指導すること。

４．早期発見・早期通報について

家畜の所有者、獣医師等に対して、口蹄疫、豚コレラ、アフリカ豚コレラ等の症

状の具体的な内容について周知徹底するとともに、当該症状を呈している家畜を発

見したときは、当該家畜又はその死体の所在地を管轄する家畜保健衛生所に連絡す

るよう指導すること。また、早期発見・早期通報できるよう、家畜の所有者に対し

て、日頃から飼養家畜の健康観察を行うよう指導すること。

５．緊急連絡体制の確保及び周知について

休日、年末・年始においても、４の連絡が支障なく行われるよう、都道府県組織

内の緊急連絡体制を確保するとともに、管轄する家畜保健衛生所の通報先を家畜の

所有者、獣医師等に周知すること。併せて、連絡を受けた後の初動対応が迅速かつ

的確に図れるよう、関係機関・団体との間の緊急連絡体制を確認すること。



（別紙１）

牛、豚等の飼養農場における飼養衛生管理基準の遵守状況の確認及び指導の徹底

について

１ 目的

牛、豚等の飼養農場における飼養衛生管理基準の遵守状況を確認し、適切な指導

を行うことにより、口蹄疫等の家畜の伝染性疾病の発生の予防に万全を期す。

２ 立入検査の対象農場

家畜（牛、水牛、鹿、めん羊、山羊、豚及びいのししをいう。以下同じ。）の大

規模所有者（家畜伝染病予防法施行規則第21条の２第８号に規定する大規模所有者

をいう。以下同じ。）の農場及び都道府県が立入検査が必要と考える農場（例えば、

口蹄疫等発生地域からの外国人労働者等を受け入れている農場。）を対象とする。

また、これまでの立入検査の結果、飼養衛生管理に問題があった農場は優先的に

立入検査を行うこと。

ただし、次に掲げる農場については、立入検査を行わないことができる。

① 平成29年４月１日以降に既に立入検査が実施され、３による確認が終了した農

場

② 昨年度の立入検査の結果において、全ての基準項目が遵守されていることが家

畜防疫員により確認されている農場のうち、引き続き全ての基準項目の遵守が確

保できると都道府県が判断した農場

③ 昨年度の立入検査の結果において、基準項目が概ね遵守されていることが家畜

防疫員により確認されている農場のうち、引き続き同程度以上に基準項目の遵守

が確保できると都道府県が判断した農場

３ 遵守状況の確認及び指導の方法

防疫指針第２の２の（２）の①の規定に基づく立入検査を、平成30年２月28日ま

でに実施すること。別紙２の飼養衛生管理基準チェックシートを活用し、家畜防疫

員が各農場を訪問して飼養衛生管理基準の遵守状況を確認し、適切な指導を行う。

指導を行った場合には、後日、その改善状況を確認すること。

なお、家畜防疫員１人当たりの確認対象農場が多く、立入検査の十分な実施が困

難と考えられる地域については、非常勤職員、自衛防疫団体等を活用し、報告期限

までに、飼養衛生管理の確認及び適切な指導を確実に実施すること。



４ 報告の内容及び方法

立入検査の結果については、様式１-１及び１-２による飼養衛生管理基準の遵守

状況の確認結果報告書（Excelファイル）により、農林水産省消費・安全局動物衛

生課病原体管理班宛て（kokunai_boeki@maff.go.jp）に電子メールにより提出する

こと。

５ 報告の期限

平成30年４月13日（金）

６ その他

（１）４により提出された飼養衛生管理基準の遵守状況の確認結果報告書については、

動物衛生課において都道府県別に取りまとめ、個々の農場が特定されないように

配慮した上で、公表することとする。

（２）立入検査において、飼養衛生管理基準の遵守に協力が得られない農場に対して

は、「家畜伝染病予防法第12条の５の規定による指導及び助言、同法第12条の６第

１項の規定による勧告並びに同条第２項の規定による命令に関するガイドライン

の改正について」（平成29年２月１日付け28消安第4763号農林水産省消費・安全局

動物衛生課長通知）を踏まえ、指導及び助言、勧告並びに命令の適切な対応をと

ること。

（３）長期にわたって立入検査に応じない農場がある場合には、罰則の適用を含め、

厳格に対処すること。


